私は維新の会大阪市会議員団を代表いたしまして、平成２３年度大阪市一般会計予算案に反対の立場から、予算の組み替え動議の提案趣旨説明をいたします。

まず第一に指摘しなければならないのは、大阪市の人件費にみられる高コスト体質であります。平成２２年度の包括外部監査でも指定されていますが、大阪市の常住人口１万人当たりの職員数は、札幌市や福岡市、横浜市などと比較すると約２倍になります。この職員数の削減に対する取り組みについて、５年間で４０００人削減との基本方針を示しておりますが、これではとても「良」とすることはできません。せめて他都市並みの水準にまで改革しなければなりません。そのためには、民間で行われている事業については民営化するなど、経営形態の変更を行い、公務員数を大幅に削減しなければなりません。

　また、同一労働、同一賃金の原則を適用すべきでありますが、公務員という身分であるがゆえに、高い賃金になっているのが現状であります。厳しい雇用情勢のなか、大阪の完全失業率は５．７％になっており、３４歳以下の若者では６％台になります。また大阪市では年間所得２００万円以下の世帯が全世帯の中で２６％にも上ります。４００万円以下でみますと約６割の世帯がそれに該当します。しかし一方で、大阪市職員の平均年収は６５０万円。平均退職金は２３００万円であります。官と民の格差は歴然としております。市長の推薦母体である民主党は総人件費の２０％削減を国民に公約しております。官と民の格差といえるようなこのような状況を市長は改善しなければなりません。

　また高コスト体質の象徴として、先の代表質問で我が会派の坂井議員が市長の退職金を指摘しました。他の特別職の退職金については、先の財政総務委員会で明らかになりましたが、副市長を４年間勤められた場合の退職金も、約３０００万円と高額であります。特別職にある皆さんも、自らの高コスト体質について、その改善を市民に明確に示さなければなりません。自らは改革の外にいるという姿勢は取るべきではありません。平松市長は關改革を継承し、それを上回る実績を上げたと自負しておられますが、その關前大阪市長は退職金の全額を返上しました。また５つの政令指定都市の市長はすでに、退職金全額を返上していることを申し上げておきます。総人件費の削減を求めます。
　第二に、平成２３年度予算の柱の１つが「住民自治の実現」であるとして、各区の予算が若干増額して組まれております。しかしその中身を見ますと、局予算の一部を区の予算として、衣替えするだけの内容であると言っても過言ではありません。これでは見せかけだけの区予算増額としか言えません。各区独自で使うことのできる、自主財源については従来とほぼ変わりなく、区長の権限も新たに付与されたものはほとんどありません。区長公選制と、地方自治法に基づく地域協議会を実現し、予算編成権を与え、区予算を増額すべきです。

　第三に、外郭団体に対する我が会派の改革要望がほとんど盛り込まれておりません。２３年度での廃止団体は改革効果の薄い、実質２団体のみであります。初年度の改革としては不十分であり、賛成することはできません。
　また外郭団体の理事長などの主要３９ポストを公務員OBの指定席、いわゆる天下りポストとすることには合理的な理由はなく、反対します。市民常識から見ても許されないことであります。この３９のポストを含む、外郭団体のすべての役職は民間人を含めた適任者が選ばれるような仕組みに改善しなければなりません。行政職員が政治に介入することとなる天下りをただちに止め、長いあいだ続いてきた「中之島一家」という言葉を死語にしましょう。外郭団体との随意契約について、これこそ公務員による公務員のための行政の最たるものであります。外郭団体のOB職員のために税金が使われているといっても過言ではありません。ただちに廃止し、民間に仕事を開放すべきであります。予算計上すべきではありません。
　第四に、今年の夏に暑さ対策に関する調査を実施し、秋には方針を策定する為の費用として、２，１４７万円の予算を計上していますが、各学校では既に調査を終えており、不必要な予算であります。
文部科学省による学校環境衛生の基準では、教室内の温度について最も望ましい温度として、夏季では２５℃～２８℃とされています。快適な学習環境を早急に提供する必要があります。PFI手法等による民間の資金や技術力を活用すれば、早期に実施することができます。調査費の計上を止め、２３年度中に実行に着手することができる予算編成にすべきであります。
　第五に、平松市長は２４年度から順次実施し、２５年度内に全ての公立中学校において、中学校給食を実施する方針を固めたとのことですが、今回の中学校給食の方針は、持参弁当か給食かを選べる選択方式であり、中学校給食の完全実施には程遠いものであります。地域経済の振興・雇用の効果、民間企業の活性化も考え、民間のノウハウによって無駄なコストを省き、質の高い公共サービスを提供することができるPFI方式により、中学校給食の完全実施をすべきであり、２３年度予算では調査費を計上し、その実施に向かって前進すべきであります。
　第六に、近代美術館の建設調査費が計上されていますが、同様の施設を大阪府も計画されており、二重行政の無駄を避け、広域において、１つの美術館として実施すべきです。したがって、近代美術館の建設の為の調査費の計上は必要がありません。近代美術館建設には土地代も含めて約３００億円もの巨額の費用がかかります。さらに維持管理費、運営費は年間４億円ともいわれております。入場料収入等の見積もりは２億８０００万円ですから、これをまかなうことはとてもできません。毎年の負担をどうするのでしょうか。またこれだけの大事業は、その事業目的からして、基礎的自治体である大阪市民だけの負担で行うものではありません。美術館関係では、大阪市には市立美術館がすでにあります。サントリーミュージアムも大阪市に寄贈されました。また同じ中之島には国立国際美術館もあります。これらの既設施設を有効活用して、今すぐにでも大阪市の有するコレクションを展示することは可能であります。近代美術館がなければ、展示できないということはあり得ません。２３年度予算に計上されている建設基本計画や試掘調査費の撤回を求めます。

　第七に、森ノ宮ゴミ焼却場建設の為に、現況調査として４７００万円、調査費が計上されています。我が会派は建設に反対しております。平成２１年度ゴミ処理量は１１８万トンで、平成２７年度目標である１１０万トンの目標を前倒し達成することは十分可能であります。前年度に比べて１７万トンの減量、ピーク時の平成３年と比べますと９９万トンの減量、４６％の削減がなされております。市民の協力を活かすためにも、建替えの無駄は止めるべきです。

　さらに根本的には、ごみ問題は広域で対処しなければならない課題であり、大阪府下全域で取り組めば、森ノ宮工場の建替えは全く不必要となってきます。ただちに拙速な建替え判断を撤回すべきであります。森ノ宮地区は市内中心部に位置し、大阪全体を見据えた開発で有効活用を図るべきです。

　第八に、北ヤードで計画しているイノベーションビレッジ関連予算１億５０００万円について、その削除を求めます。産学官が連携し、オープンイノベーション拠点を開設するということですが、事務所費用がいくらかかるのか、年間運営費はいくらなのか、収入はどうなるのか、また大阪市の負担はどの程度なのか、全く説明がありません。研究開発施設が地価の高い都会の真ん中に必要だとは考えられません。どうしても必要とするならば、駅前ビルなど大阪市の既存の施設を有効に活用することを求めます。

　第九に大阪市の事業仕分けについてであります。まず、いきいきエイジングセンターとなにわの海の時空間であります。これらの事業は、ともに昨年行われました市民による事業仕分けで、ともに廃止と判定された事業であります。運営費はそれぞれ年間約１億円と２億円であります。このように不要と認定された事業はただちに終了すべきであります。判断の遅れは大きな無駄を生みだします。次に、財団法人大阪バイオサイエンス研究所の研究開発助成に毎年約６億円の補助金が投入され、２３年度も６億２６００万円の市費が計上されております。この研究所は大阪市政１００周年記念事業として企画され、４０億円をかけて建設されましたが、このような事業は本来、基礎的自治体である大阪市が担うような事業ではありません。市はこの法人の経営から一刻も早く撤退すべきであります。それらの運営費は計上すべきではありません。
　第十に、乳幼児医療費助成制度について、２３年度予算での改善策は、０歳児から２歳児までの所得制限を撤廃し、また入院医療費の助成対象については中学校修了まで拡充するという内容で、約４０億円が計上されております。我が会派ではマニフェストの中で、乳幼児医療費助成制度を入院、通院ともに中学校修了まで拡充することを公約し、今議会に拡充の為の条例案を提出しました。成立に向けて議会人の皆様のご協力をお願いするとともに、大阪市は、主体的に来年度の中で予算化すべきです。今までの討論の中で指摘してきましたように、ハコモノに巨額の税金を投入するのではなく、まさに、このような市民生活に不可欠な施策に貴重な財源を振り向けるべきなのです。

　最後に、コンプライアンス上の大きな問題があります。それは、市長のいわゆる「税金を使った政治活動」であります。先月の２５日、中之島公会堂で行われたシンポジウムであります。主催者である地域振興会は政治的中立をうたっております。市長はこの地域振興会を、みずからの政治的主張の場として利用したことになります。地域振興会は各連合から数名ずつ、動員をかけましたが、政治的なかかわりを嫌って、参加しなかった人も大勢おられました。政治的に中立であるからこそ、地域社会を支える柱の一つとして、その歴史的役割を果たしてきた地域振興会を、市長は分断したことになり、ひいては地域コミュニティを分断したことになります。市長の責任はじつに重大であります。

　さらには、市長は、政治的中立が法律上求められている公務員まで、仕事上の部下ということで多数参加させました。しかも、公務として参加させております。市長は違法行為を強要したことになりませんか。この責任をどう取られるのでしょうか。このような会合への参加は公務ではありませんので、この会合に参加した公務員の給与の一部返還を求めます。新年度ではこのようなことがないよう、強く求めておきます。
　以上、主な項目に絞って、２３年度予算案に反対する理由及び予算の組み替えの必要性を述べました。市政に対する発想を従来と根本的に変えなければなりません。住民生活を見つめたきめ細やかな行政を行う為に、住民自治の確立を強く求めます。また、大阪全体の成長・発展を視野に入れた行政構造への転換が必要であることを強く指摘して、予算の組み替え動議の提案趣旨説明を終わります。ご清聴ありがとうございました。
